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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　画像形成装置であって、
　搬送される記録媒体に接触する接触電極、および搬送される記録媒体を挟み込むように
前記接触電極に対向して配置される対向電極を含む第１電極部と、
　記録媒体に帯電された電荷が移動可能となるように記録媒体に対して非接触で配置され
る第２電極部と、
　前記接触電極および前記対向電極によって記録媒体が挟み込まれた状態において前記接
触電極および前記対向電極間に電圧を印加することにより前記第１電極部に流れる第１電
流を検知する第１検知部と、
　帯電した記録媒体から前記第２電極部に流れる第２電流を検知する第２検知部と、
　前記第１検知部および前記第２検知部の検知結果が入力される制御部と、を備え、
　前記制御部は、前記第１電流、前記第２電流、ならびに記録媒体の電気抵抗および静電
容量が予め対応付けられたテーブルを使用し、前記第１検知部によって検知された前記第
１電流と前記第２検知部によって検知された前記第２電流とを用いて記録媒体の電気抵抗
および静電容量を推定し、推定された記録媒体の電気抵抗および静電容量に基づいて転写
条件を設定する、画像形成装置。
【請求項２】
　前記第１電極部は、トナー像担持体に担持されたトナー像を記録媒体に転写する転写装
置によって構成されている、請求項１に記載の画像形成装置。
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【請求項３】
　前記第２電極部は、記録媒体に帯電された電荷を除電する除電電極によって構成されて
いる、請求項１または２に記載の画像形成装置。
【請求項４】
　前記第２電極部は、記録媒体の搬送方向において前記第１電極部の下流側に配置されて
いる、請求項１から３のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【請求項５】
　記録媒体の電気抵抗と前記第２電流との関係が、横軸を記録媒体の電気抵抗とし、縦軸
を前記第２電流とした場合に、記録媒体の電気抵抗の分布は、ピークを有する凸形状で表
され、
　検知された前記第２電流が前記ピークの前後の領域に位置する値である場合に、前記制
御部は、前記接触電極および前記対向電極との間に異なる電圧を印加して前記第１検知部
によって検知される前記第１電流と、異なる電圧を印加した後に記録媒体から前記第２電
極部に流れて前記第２検知部によって検知された前記第２電流とを用いて、前記転写条件
を設定する、請求項４に記載の画像形成装置。
【請求項６】
　前記接触電極および前記対向電極との間に印加した互いに異なる電圧のうち高い方の電
圧を印加した際に前記第２検知部によって検知される前記第２電流が、前記第１電極部に
印加した互いに異なる電圧のうち低い方の電圧を印加した際に前記第２検知部によって検
知される前記第２電流よりも大きくない場合に、異常を報知する報知部をさらに備える、
請求項５に記載の画像形成装置。
【請求項７】
　前記制御部は、前記報知部によって異常が報知された場合に、画像形成処理を停止する
か、前記第１検知部によって検知された前記第１電流のみを用いて、前記転写条件を設定
する、請求項６に記載の画像形成装置。
【請求項８】
　前記制御部は、最初の一枚目の記録媒体または記録媒体の種類を変更後の最初の一枚目
の記録媒体に印刷する際に、前記第１検知部によって検知された前記第１電流と前記第２
検知部によって検知された前記第２電流とを用いて、前記転写条件を設定する、請求項１
から７のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【請求項９】
　前記制御部は、最初の一枚目の記録媒体または記録媒体の種類を変更後の最初の一枚目
の記録媒体に画像を形成することなく搬送する際に、前記第１検知部によって検知された
前記第１電流と前記第２検知部によって検知された前記第２電流とを用いて、前記転写条
件を設定する、請求項１から７のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【請求項１０】
　前記制御部は、検知された前記第１電流と検知された前記第２電流とを用いて、記録媒
体の電気抵抗および静電容量を推定し、推定された記録媒体の電気抵抗が大きい場合にト
ナー像担持体から記録媒体にトナー像を転写する際に転写装置に印加する転写電圧を大き
くし、記録媒体の静電容量が大きい場合に、前記転写電圧を小さくする、請求項１から９
のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【請求項１１】
　記録媒体に転写されたトナー像が定着された後に記録媒体を冷却する冷却装置をさらに
備え、
　前記制御部は、前記第１検知部によって検知された前記第１電流と前記第２検知部によ
って検知された前記第２電流とを用いて、前記冷却装置の冷却条件を設定する、請求項１
から１０のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【請求項１２】
　前記制御部は、検知された前記第１電流と検知された前記第２電流とを用いて、記録媒
体の電気抵抗を推定し、推定された記録媒体の電気抵抗が大きい場合に前記冷却装置によ
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る記録媒体からの吸熱量を大きくする、請求項１１に記載の画像形成装置。
【請求項１３】
　画像形成装置であって、
　搬送される記録媒体に接触する接触電極、および搬送される記録媒体を挟み込むように
前記接触電極に対向して配置される対向電極を含む第１電極部と、
　記録媒体に帯電された電荷が移動可能となるように記録媒体に対して非接触で配置され
る第２電極部と、
　前記接触電極および前記対向電極によって記録媒体が挟み込まれた状態において前記接
触電極および前記対向電極間に電圧を印加することにより前記第１電極部に流れる第１電
流を検知する第１検知部と、
　帯電した記録媒体から前記第２電極部に流れる第２電流を検知する第２検知部と、
　前記第１検知部および前記第２検知部の検知結果が入力される制御部と、を備え、
　前記制御部は、前記第１検知部によって検知された前記第１電流と前記第２検知部によ
って検知された前記第２電流とを用いて、トナー像を記録媒体に転写させる転写条件を設
定し、
　前記第２電極部は、記録媒体の搬送方向において前記第１電極部の下流側に配置されて
おり、
　記録媒体の電気抵抗と前記第２電流との関係が、横軸を記録媒体の電気抵抗とし、縦軸
を前記第２電流とした場合に、記録媒体の電気抵抗の分布は、ピークを有する凸形状で表
され、
　検知された前記第２電流が前記ピークの前後の領域に位置する値である場合に、前記制
御部は、前記接触電極および前記対向電極との間に異なる電圧を印加して前記第１検知部
によって検知される前記第１電流と、異なる電圧を印加した後に記録媒体から前記第２電
極部に流れて前記第２検知部によって検知された前記第２電流とを用いて、前記転写条件
を設定する、画像形成装置。
【請求項１４】
　前記接触電極および前記対向電極との間に印加した互いに異なる電圧のうち高い方の電
圧を印加した際に前記第２検知部によって検知される前記第２電流が、前記第１電極部に
印加した互いに異なる電圧のうち低い方の電圧を印加した際に前記第２検知部によって検
知される前記第２電流よりも大きくない場合に、異常を報知する報知部をさらに備える、
請求項１３に記載の画像形成装置。
【請求項１５】
　前記制御部は、前記報知部によって異常が報知された場合に、画像形成処理を停止する
か、前記第１検知部によって検知された前記第１電流のみを用いて、前記転写条件を設定
する、請求項１４に記載の画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真プロセスにおける用紙へのトナー像の転写では、像担持体、あるいは中間転写
体と用紙との間にバイアスを印加し、静電気力によってトナーを転写させることが一般的
である。トナーに作用する電界の強さは、静電容量および電気抵抗等の用紙の電気物性の
影響を受けることが知られている。
【０００３】
　用紙の違いに応じて転写バイアスを調整するために、ユーザーが設定した用紙情報（種
類や坪量など）に応じて転写バイアスを設定する方法が実用化されている。また、近年、
ユーザーの利便性を向上させるために、用紙物性を検知するセンサーを搭載し、その検知
情報に応じて転写バイアスを設定する方法が実用化されている。
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【０００４】
　しかしながら、これらの方法は次のような点が問題となる。ユーザーが設定した坪量な
どの用紙情報は、転写に影響する用紙の電気物性とある程度関係するが、誘電率や抵抗な
どとは直接関係ない情報なので、適切な転写バイアスを設定できない場合がある。また、
ユーザーが用紙情報を判断できない場合や設定しない場合もあるので、適切な転写バイア
スを設定できない場合がある。
【０００５】
　用紙物性を検知するセンサーを用いる場合、従来と比較して検知する為のコストが上が
ったり、センサーを設置するスペースが必要になったりする。
【０００６】
　上記の課題に対して、特開２００３－２８７９６６号公報（特許文献１）に開示の画像
形成装置にあっては、転写電流を用いて用紙の電気抵抗あるいは静電容量を推定する。
【０００７】
　また、特開２０１０－２７６６６８号公報（特許文献２）に開示の画像形成装置にあっ
ては、除電電流を用いて用紙の電気抵抗あるいは静電容量を推定する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００３－２８７９６６号公報
【特許文献２】特開２０１０－２７６６６８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、特許文献１に開示の画像形成装置にあっては、転写電流だけでは仮に電
流が低かった場合でも用紙抵抗が高くて電流が流れないのか、用紙の静電容量が低くて電
流が流れないのかの切り分けが出来ない。
【００１０】
　また、特許文献２に開示の画像形成装置にあっては、選択紙種（普通紙／厚紙等）と湿
度ごとにテーブルを持たせて検知した除電電流から印加電圧を決定している。しかしなが
ら、除電電流は二次転写電流の影響を受けるため、二次転写で一般的に使われる定電圧制
御においては紙種によって二次転写電流が変化してしまう。これにより、除電電流も変化
してしまう。このため、紙種によっては用意されたテーブルで適正な電圧を設定できなく
なる。
【００１１】
　本発明は、上記のような問題に鑑みてなされたものであり、本発明の目的は、トナー像
を記録媒体に転写する際の転写条件を精度よく設定することができる画像形成装置を提供
することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明に基づく画像形成装置は、搬送される記録媒体に接触する接触電極、および搬送
される記録媒体を挟み込むように上記接触電極に対向して配置される対向電極を含む第１
電極部と、記録媒体に帯電された電荷が移動可能となるように記録媒体に対して非接触で
配置される第２電極部と、上記接触電極および上記対向電極によって記録媒体が挟み込ま
れた状態において上記接触電極および上記対向電極間に電圧を印加することにより上記第
１電極部に流れる第１電流を検知する第１検知部と、帯電した記録媒体から上記第２電極
部に流れる第２電流を検知する第２検知部と、上記第１検知部および上記第２検知部の検
知結果が入力される制御部と、を備える。上記制御部は、上記第１検知部によって検知さ
れた上記第１電流と上記第２検知部によって検知された上記第２電流とを用いて、トナー
像を記録媒体に転写させる転写条件を設定する。
【００１３】
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　上記本発明に基づく画像形成装置にあっては、上記制御部は、検知された上記第１電流
と検知された上記第２電流とを用いて、記録媒体の電気抵抗および静電容量を推定するこ
とが好ましく、推定された記録媒体の電気抵抗および静電容量に基づいて上記転写条件を
設定することが好ましい。
【００１４】
　上記本発明に基づく画像形成装置にあっては、上記第１電極部は、トナー像担持体に担
持されたトナー像を記録媒体に転写する転写装置によって構成されていることが好ましい
。
【００１５】
　上記本発明に基づく画像形成装置にあっては、上記第２電極部は、記録媒体に帯電され
た電荷を除電する除電電極によって構成されていることが好ましい。
【００１６】
　上記本発明に基づく画像形成装置にあっては、上記第２電極部は、記録媒体の搬送方向
において上記第１電極部の下流側に配置されていることが好ましい。
【００１７】
　上記本発明に基づく画像形成装置にあっては、記録媒体の電気抵抗と上記第２電流との
関係が、横軸を記録媒体の電気抵抗とし、縦軸を上記第２電流とした場合に、記録媒体の
電気抵抗の分布は、ピークを有する凸形状で表されてもよい。この場合には、検知された
上記第２電流が上記ピークの前後の領域に位置する値である場合に、上記制御部は、上記
接触電極および上記対向電極との間に異なる電圧を印加して上記第１検知部によって検知
される上記第１電流と、異なる電圧を印加した後に記録媒体から上記第２電極部に流れて
上記第２検知部によって検知された上記第２電流とを用いて、上記転写条件を設定するこ
とが好ましい。
【００１８】
　上記本発明に基づく画像形成装置にあっては、上記接触電極および上記対向電極との間
に印加した互いに異なる電圧のうち高い方の電圧を印加した際に上記第２検知部によって
検知される上記第２電流が、上記第１電極部に印加した互いに異なる電圧のうち低い方の
電圧を印加した際に上記第２検知部によって検知される上記第２電流よりも大きくない場
合に、異常を報知する報知部をさらに備えていてもよい。
【００１９】
　上記本発明に基づく画像形成装置にあっては、上記制御部は、上記報知部によって異常
が報知された場合に、画像形成処理を停止するか、上記第１検知部によって検知された上
記第１電流のみを用いて、上記転写条件を設定することが好ましい。
【００２０】
　上記本発明に基づく画像形成装置にあっては、上記制御部は、最初の一枚目の記録媒体
または記録媒体の種類を変更後の最初の一枚目の記録媒体に印刷する際に、上記第１検知
部によって検知された上記第１電流と上記第２検知部によって検知された上記第２電流と
を用いて、上記転写条件を設定することが好ましい。
【００２１】
　上記本発明に基づく画像形成装置にあっては、上記制御部は、最初の一枚目の記録媒体
または記録媒体の種類を変更後の最初の一枚目の記録媒体に画像を形成することなく搬送
する際に、上記第１検知部によって検知された上記第１電流と上記第２検知部によって検
知された上記第２電流とを用いて、上記転写条件を設定してもよい。
【００２２】
　上記本発明に基づく画像形成装置にあっては、上記制御部は、検知された上記第１電流
と検知された上記第２電流とを用いて、記録媒体の電気抵抗および静電容量を推定するこ
とが好ましい。この場合には、上記制御部は、推定された記録媒体の電気抵抗が大きい場
合にトナー像担持体から記録媒体にトナー像を転写する際に転写装置に印加する転写電圧
を大きくし、記録媒体の静電容量が大きい場合に、上記転写電圧を小さくすることが好ま
しい。
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【００２３】
　上記本発明に基づく画像形成装置は、記録媒体に転写されたトナー像が定着された後に
記録媒体を冷却する冷却装置をさらに備えていてもよい。この場合には、上記制御部は、
上記第１検知部によって検知された上記第１電流と上記第２検知部によって検知された上
記第２電流とを用いて、上記冷却装置の冷却条件を設定することが好ましい。
【００２４】
　上記本発明に基づく画像形成装置にあっては、上記制御部は、検知された上記第１電流
と検知された上記第２電流とを用いて、記録媒体の電気抵抗を推定することが好ましい。
この場合には、上記制御部は、推定された記録媒体の電気抵抗が大きい場合に上記冷却装
置による記録媒体からの吸熱量を大きくすることが好ましい。
【発明の効果】
【００２５】
　本発明によれば、トナー像を記録媒体に転写する際の転写条件を精度よく設定すること
ができる画像形成装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】実施の形態に係る画像形成装置の概略図である。
【図２】実施の形態に係る二次転写装置の周辺構造を示す概略図である。
【図３】実施の形態に係る二次転写装置に流れる二次転写電流と用紙の電気抵抗との関係
を示す図である。
【図４】図３に示す関係において、二次転写電流が１４５μＡとなる場合における用紙の
厚さおよび用紙の電気抵抗の一例を示す図である。
【図５】実施の形態に係る除電電極の周辺構造を示す概略図である。
【図６】実施の形態に係る除電電極に流れる除電電流と用紙の電気抵抗との関係を示す図
である。
【図７】二次転写電流と除電電流とから特定される用紙の厚さと用紙の電気抵抗との一例
を示す図である。
【図８】実施の形態に係る画像形成装置において用紙の物性を算出する際に用いるテーブ
ルの一例を示す図である。
【図９】実施の形態に係る冷却装置の第１状態を示す概略図である。
【図１０】実施の形態に係る冷却装置の第２状態を示す概略図である。
【図１１】実施の形態に係る第１検知部および第２検知部によって測定された二次転写電
流および除電電流から算出される用紙の物性と、当該用紙の物性から決定される転写条件
および冷却条件の一例を示す図である。
【図１２】実施の形態に係る画像形成装置において転写条件を決定するフローの第１例を
示す図である。
【図１３】実施の形態に係る画像形成装置において転写条件を決定するフローの第２例を
示す図である。
【図１４】実施の形態に係る画像形成装置において転写条件および冷却条件を決定するフ
ローの第３例を示す図である。
【図１５】実施の形態に係る第１検知部および第２検知部によって検知された二次転写電
流および除電電流と、検知された二次転写電流および除電電流から、用紙の物性、転写条
件、および冷却条件を決定する際に用いられるテーブルの一例を示す図である。
【図１６】実施の形態に係る画像形成装置において転写条件および冷却条件を決定するフ
ローの第４例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　以下、本発明の実施の形態について、図を参照して詳細に説明する。なお、以下に示す
実施の形態においては、同一のまたは共通する部分について図中同一の符号を付し、その
説明は繰り返さない。
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【００２８】
　図１は、実施の形態に係る画像形成装置の概略図である。図１を参照して、画像形成装
置１００について説明する。
【００２９】
　図１には、カラープリンタとしての画像形成装置１００が示されている。以下では、カ
ラープリンタとしての画像形成装置１００について説明するが、画像形成装置１００は、
カラープリンタに限定されない。たとえば、画像形成装置１００は、モノクロプリンタで
あってもよいし、ファックスであってもよいし、モノクロプリンタ、カラープリンタおよ
びファックスの複合機（ＭＦＰ：Multi－Functional　Peripheral）であってもよい。
【００３０】
　画像形成装置１００は、画像形成ユニット１Ｙ，１Ｍ，１Ｃ，１Ｋと、中間転写ベルト
３０と、一次転写ローラー３１と、二次転写ローラー３３と、カセット３７と、従動ロー
ラー３８と、駆動ローラー３９と、タイミングローラー４０と、定着装置５０と、冷却装
置８０と、筐体９０と、制御部１０１とを備える。二次転写ローラー３３および駆動ロー
ラー３９は、二次転写装置６１として機能する。
【００３１】
　また、画像形成装置１００は、第１電極部としての二次転写装置６１と、第２電極部と
しての除電電極６２と、第１検知部７１と、第２検知部７２と、を備える。
【００３２】
　二次転写装置６１は、搬送される記録媒体を挟み込むように設置され、電圧が印加可能
に構成されている。除電電極６２は、帯電された電荷が移動可能となるように記録媒体に
対して非接触で配置される。除電電極６２は、記録媒体の搬送方向において、二次転写装
置６１よりも下流側に配置されている。
【００３３】
　第１検知部７１は、二次転写装置６１に流れる第１電流を検知する。第２検知部７２は
、記録媒体から除電電極６２に流れる第２電流を検知する。第１検知部７１および第２検
知部７２は、たとえば電流センサーによって構成されている。第１検知部７１および第２
検知部７２による検知結果は、制御部１０１に入力される。
【００３４】
　画像形成ユニット１Ｙ，１Ｍ，１Ｃ，１Ｋと、中間転写ベルト３０と、一次転写ローラ
ー３１と、二次転写ローラー３３と、カセット３７と、従動ローラー３８と、駆動ローラ
ー３９と、タイミングローラー４０とによって画像形成部が構成される。この画像形成部
は、後述する搬送経路４１に沿って搬送される記録媒体としての用紙Ｓ上にトナー画像を
形成する。
【００３５】
　画像形成ユニット１Ｙ，１Ｍ，１Ｃ，１Ｋは、中間転写ベルト３０に沿って順に並べら
れている。画像形成ユニット１Ｙは、トナーボトル１５Ｙからトナーの供給を受けてイエ
ロー（Ｙ）のトナー像を形成する。画像形成ユニット１Ｍは、トナーボトル１５Ｍからト
ナーの供給を受けてマゼンタ（Ｍ）のトナー像を形成する。画像形成ユニット１Ｃは、ト
ナーボトル１５Ｃからトナーの供給を受けてシアン（Ｃ）のトナー像を形成する。画像形
成ユニット１Ｋは、トナーボトル１５Ｋからトナーの供給を受けてブラック（ＢＫ）のト
ナー像を形成する。
【００３６】
　画像形成ユニット１Ｙ，１Ｍ，１Ｃ，１Ｋは、それぞれ、中間転写ベルト３０に沿って
中間転写ベルト３０の回転方向の順に配置されている。画像形成ユニット１Ｙ，１Ｍ，１
Ｃ，１Ｋは、それぞれ、感光体１０と、帯電装置１１と、露光装置１２と、現像装置１３
と、クリーニング装置１７とを備える。
【００３７】
　帯電装置１１は、感光体１０の表面を一様に帯電する。露光装置１２は、制御部１０１
からの制御信号に応じて感光体１０にレーザー光を照射し、入力された画像パターンに従
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って感光体１０の表面を露光する。これにより、入力画像に応じた静電潜像が感光体１０
上に形成される。
【００３８】
　現像装置１３は、現像ローラー１４を回転させながら、現像ローラー１４に現像バイア
スを印加し、現像ローラー１４の表面にトナーを付着させる。これにより、トナーが現像
ローラー１４から感光体１０に転写され、静電潜像に応じたトナー像が感光体１０の表面
に現像される。
【００３９】
　感光体１０と中間転写ベルト３０とは、一次転写ローラー３１を設けている部分で互い
に接触している。一次転写ローラー３１は、ローラー形状を有し、回転可能に構成される
。トナー像と反対極性の転写電圧が一次転写ローラー３１に印加されることによって、ト
ナー像が感光体１０から中間転写ベルト３０に転写される。イエロー（Ｙ）のトナー像、
マゼンタ（Ｍ）のトナー像、シアン（Ｃ）のトナー像、およびブラック（ＢＫ）のトナー
像が順に重ねられて感光体１０から中間転写ベルト３０に転写される。これにより、カラ
ーのトナー像が中間転写ベルト３０上に形成される。
【００４０】
　中間転写ベルト３０は、従動ローラー３８および駆動ローラー３９に張架されている。
駆動ローラー３９は、たとえばモーター（図示しない）によって回転駆動される。中間転
写ベルト３０および従動ローラー３８は、駆動ローラー３９に連動して回転する。これに
より、中間転写ベルト３０上のトナー像が二次転写ローラー３３側に向けて搬送される。
【００４１】
　クリーニング装置１７は、感光体１０に圧接されている。クリーニング装置１７は、ト
ナー像の転写後に感光体１０の表面に残留するトナーを回収する。
【００４２】
　カセット３７には、用紙Ｓがセットされる。用紙Ｓは、カセット３７から１枚ずつタイ
ミングローラー４０によって搬送経路４１に沿って二次転写ローラー３３に送られる。二
次転写ローラー３３は、ローラー形状を有し、回転可能に構成される。二次転写ローラー
３３は、トナー像と反対極性の転写電圧を搬送中の用紙Ｓに印加する。
【００４３】
　これにより、トナー像は、中間転写ベルト３０から二次転写ローラー３３側に引き付け
られ、中間転写ベルト３０上のトナー像が用紙Ｓに転写される。二次転写ローラー３３へ
の用紙Ｓの搬送タイミングは、中間転写ベルト３０上のトナー像の位置に合わせてタイミ
ングローラー４０によって調整される。タイミングローラー４０により、中間転写ベルト
３０上のトナー像は、用紙Ｓの適切な位置に転写される。
【００４４】
　このようにトナー像を用紙Ｓに転写する際に、駆動ローラー３９と二次転写ローラー３
３との間に電圧を印加する場合には、用紙Ｓを通って二次転写ローラー３３側から駆動ロ
ーラー３９に向けて第１電流が流れる。この第１電流は、第１検知部７１によって検知さ
れる。
【００４５】
　また、二次転写の際には、用紙Ｓに電荷が蓄積される。用紙Ｓに蓄積された電荷は、搬
送経路に沿って搬送される際に、用紙Ｓに近接するように配置された第２電極に向けて移
動する。これにより、除電電極６２に第２電流が流れる。この第２電流は、第２検知部７
２によって検知される。
【００４６】
　制御部１０１は、第１検知部７１によって検知された第１電流と第２検知部７２によっ
て検知された第２電流とを用いて、トナー像を用紙Ｓに転写させる転写条件を設定する。
【００４７】
　定着装置５０は、自身を通過する用紙Ｓを加圧および加熱する。これにより、トナー像
は用紙Ｓに定着する。このように、定着装置５０は、搬送経路４１に沿って搬送される用
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紙Ｓ上のトナー画像を定着させる。トナー像が定着された用紙Ｓは、トレイ４８に排紙さ
れる。
【００４８】
　なお、上述では、印刷方式としてタンデム方式を採用している画像形成装置１００につ
いて説明したが、画像形成装置１００の印刷方式は、タンデム方式に限定されない。画像
形成装置１００内における各構成の配置は、採用される印刷方式に従って適宜変更され得
る。画像形成装置１００の印刷方式として、ロータリー方式や直接転写方式が採用されて
もよい。ロータリー方式の場合、画像形成装置１００は、１つの感光体１０と、同軸上で
回転可能に構成される複数の現像装置１３で構成される。画像形成装置１００は、印刷時
には、各現像装置１３を感光体１０に順に導き、各色のトナー像を現像する。直接転写方
式の場合、画像形成装置１００は、感光体１０上に形成されたトナー像が用紙Ｓに直接転
写される。
【００４９】
　図２は、実施の形態に係る二次転写装置の周辺構造を示す概略図である。図２を参照し
て、実施の形態に係る二次転写装置の周辺構造について説明する。
【００５０】
　図２に示すように、接触電極としての二次転写ローラー３３と、対向電極としての駆動
ローラー３９とによって二次転写装置が構成されている。二次転写ローラー３３は、搬送
される記録媒体に接触する。二次転写ローラー３３は、接触電極として機能する。駆動ロ
ーラー３９は、記録媒体を挟み込むように二次転写ローラー３３に対向して配置される。
【００５１】
　二次転写ローラー３３および駆動ローラー３９は、たとえば、芯金と、表層とで構成さ
れている。芯金は、アルミ製または鉄製であり、パイプ形状を有する。表層は、たとえば
イオン導電性ゴム材料で構成されている。イオン導電性ゴム材料としては、たとえばＮＢ
Ｒ（ニトリルゴム）、ＥＣＯ（エピクロルヒドリンゴム）等をブレンドして用いることが
できる。駆動ローラー３９は、駆動源（不図示）によって回転駆動される。また、中間転
写ベルト３０は、たとえばポリイミドフィルムで構成されている。
【００５２】
　二次転写ローラー３３および駆動ローラー３９が挟み込まれた状態において二次転写ロ
ーラー３３および駆動ローラー３９との間に電圧を印加することにより、二次転写ローラ
ー３３および駆動ローラー３９に第１電流としての二次転写電流が流れる。
【００５３】
　この二次転写電流は、用紙Ｓの電気抵抗が小さいほど多く流れる。また、上記二次転写
電流は、用紙Ｓの静電容量が大きいほど多く流れる。
【００５４】
　二次転写電流が流れる経路は、以下の二通りがある。第１の経路は、二次転写ローラー
３３と駆動ローラー３９とによって形成される転写ニップ部を通過する経路である。第２
の経路は、用紙Ｓの搬送方向における上記転写ニップ部の上流側および下流側において、
二次転写ローラー３３と駆動ローラー３９との間に形成される空隙を通過する経路である
。
【００５５】
　第１の経路を流れる電流は、二次転写ローラー３３に印加する転写バイアスに対して、
第１の経路上の電気抵抗（各ローラーの電気抵抗、用紙Ｓの電気抵抗、中間転写ベルト３
０の電気抵抗）に応じて流れる。すなわちオームの法則に従って電流が流れる。このため
、用紙Ｓの電気抵抗が小さいほど電流は多く流れる。
【００５６】
　第２の経路を流れる電流は、放電によって流れる。空隙で放電を起こすためには、一定
以上の電圧（パッシェン則）が必要であり、用紙の静電容量が大きいほど用紙での電位損
失が小さくなる。これにより、空隙での電位差が大きくなり、放電が起こりやすくなる。
このため、用紙の静電容量が大きいほど電流は多く流れる。



(10) JP 6953826 B2 2021.10.27

10

20

30

40

50

【００５７】
　図３は、実施の形態に係る二次転写装置に流れる二次転写電流と用紙の電気抵抗との関
係を示す図である。図３を参照して二次転写装置に流れる二次転写電流と用紙の電気抵抗
との関係について説明する。
【００５８】
　図３は、厚みがそれぞれ５０μｍ、１００μｍ、１５０μｍである３種類の用紙Ｓの電
気抵抗を適宜変更させて、各用紙Ｓを二次転写装置に通過させた際に第１検知部７１によ
って検知された二次転写電流を示している。
【００５９】
　なお、二次転写装置に通過させる際のプロセススピードは、たとえば１００ｍｍ／ｓで
あり、二次転写装置（より特定的には二次転写ローラー３３および駆動ローラー３９との
間）に印加される二次転写電圧はたとえば、略３０００Ｖである。また、ポリイミドフィ
ルムで構成される中間転写ベルト３０の厚さは、たとえば１３０μｍであり、その体積抵
抗は、略１Ｅ３Ωである。二次転写ローラー３３の表層に用いられるイオン導電ゴムの厚
さは、たとえば３ｍｍであり、その体積抵抗は、略１Ｅ５Ωである。
【００６０】
　図３に示すように、用紙Ｓの電気抵抗が低い領域では、電気抵抗に応じて二次転写電流
が変化している。用紙Ｓの電気抵抗が低い領域では、二次転写ニップ部を流れる電流が支
配的となる。
【００６１】
　また、用紙Ｓの電気抵抗が比較的低い領域では、用紙Ｓの厚さに関わらず一定の電流が
流れている。この場合には、用紙Ｓの電気抵抗が低く、相対的に中間転写ベルト３０の電
気抵抗、および二次転写ローラー３３ならびに駆動ローラー３９の電気抵抗が大きくなる
ため、これらが支配的となる。
【００６２】
　一方、用紙Ｓの電気抵抗が高い領域では、二次転写電流は、各種の電気抵抗にはあまり
依存せず、用紙Ｓの厚み、即ち静電容量に依存する。
【００６３】
　二次転写ニップ部の幅を５ｍｍとする場合には、上記１００ｍｍ／ｓのプロセススピー
ドでは、１／２０秒で用紙Ｓは、二次転写ニップ部を通過する。このため、二次転写電圧
である３０００Ｖのバイアスが仮に用紙Ｓに印加されたとしても、１Ｅ９Ω以上の電気抵
抗では、電流は３μＡ以下しか流れない。用紙Ｓの電気抵抗が高い領域で流れる電流は、
むしろ放電による電流が支配的となる。このため、二次転写電流は、用紙の厚さ、すなわ
ち用紙の静電容量の影響を大きく受けることとなる。
【００６４】
　図４は、図３に示す関係において、二次転写電流が１４５μＡとなる場合における用紙
の各厚さおよび用紙の電気抵抗の一例を示す図である。図４を参照して、二次転写電流が
所定の値となる場合における用紙の厚さおよび用紙の電気抵抗の一例について説明する。
【００６５】
　二次転写電流が１４５μＡである場合における、用紙の厚さ（用紙の静電容量）および
用紙の電気抵抗の一例としては、図４に示すような３組が挙げられる。このため、第１検
知部７１によって検知された二次転写電流のみを用いるだけでは、用紙の物性（静電容量
および電気的抵抗）を正確に推定することが困難となる。
【００６６】
　ここで、本実施の形態においては、除電電極６２に流れる第２電流としての除電電流を
第２検知部７２によって検知可能に構成されている。
【００６７】
　図５は、実施の形態に係る除電電極の周辺構造を示す概略図である。図５を参照して、
実施の形態に係る除電電極の周辺構造について説明する。
【００６８】
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　図５に示すように、二次転写ローラー３３と駆動ローラー３９との間に形成される二次
転写ニップ部を通過した用紙Ｓは、二次転写時に二次転写ローラー３３と駆動ローラー３
９との間に高電圧が印加されることにより、帯電する。
【００６９】
　帯電された用紙Ｓから放電によって除電電極６２に流れる除電電流は、用紙Ｓの電荷量
と用紙の静電容量に依存する。帯電による用紙Ｓの電荷量は、基本的に二次転写で与えら
れた電荷量であるため、二次転写電流量に依存する。すなわち、帯電による用紙Ｓの電荷
量は、用紙Ｓの電気抵抗と静電容量に依存する。
【００７０】
　さらに、帯電による用紙Ｓの電荷量が、除電電極６２に到達するまでに保持されている
量が重要となる。実施の形態に係る二次転写装置６１は転写ローラー方式であるため、二
次転写ニップ部では、用紙の表面と裏面とでほぼ同量かつ異極性の電荷が与えられる。
【００７１】
　このため、用紙Ｓの電気抵抗が低い場合には、二次転写後から除電電極６２に到達する
までの間で、表面と裏面との電荷が中和されるため、除電電流が少なくなる。
【００７２】
　一方で、除電電極６２は、用紙Ｓの裏面側に配置されており、除電電極６２への放電は
、用紙Ｓの裏面と除電電極６２の電位差が所定の値以上の電位にならないと起こらない。
用紙Ｓに蓄えられた電荷によって生じる電位は、用紙Ｓと除電電極６２との静電距離に依
存する。
【００７３】
　上述のように用紙Ｓの表面と裏面にはそれぞれ異なる極性の電荷が存在するため、異な
る極性の電荷同士の静電距離が近い場合、大きな電位差を発生しない。一方で、用紙の異
なる極性の電荷同士の静電距離が遠い場合には、電位差が大きくなる。つまり、用紙の表
面と裏面の静電距離が大きいほど、すなわち、用紙の静電容量が小さいほど除電電流は、
大きくなる。
【００７４】
　図６は、実施の形態に係る除電電極に流れる除電電流と用紙の電気抵抗との関係を示す
図である。図６を参照して、実施の形態に係る除電電極に流れる除電電流と用紙の電気抵
抗との関係について説明する。
【００７５】
　図６は、厚みがそれぞれ５０μｍ、１００μｍ、１５０μｍである３種類の用紙Ｓの電
気抵抗を適宜変更させて、各用紙Ｓを二次転写装置に通過させた後に、用紙Ｓから除電電
極６２に流れ、第２検知部７２によって検知された除電電流を示している。
【００７６】
　なお、二次転写装置に通過させる際のプロセススピードは、たとえば１００ｍｍ／ｓで
あり、二次転写装置（より特定的には二次転写ローラー３３および駆動ローラー３９との
間）に印加される二次転写電圧はたとえば、略３０００Ｖである。また、ポリイミドフィ
ルムで構成される中間転写ベルト３０の厚さは、たとえば１３０μｍであり、その体積抵
抗は、略１Ｅ３Ωである。二次転写ローラー３３の表層に用いられるイオン導電ゴムの厚
さは、たとえば３ｍｍであり、その体積抵抗は、略１Ｅ５Ωである。
【００７７】
　また、除電電極６２は、鋸刃形状を有し、接地電極（ＧＮＤ）に接続されている。除電
電極６２と用紙Ｓとの間の距離は、略０．１ｍｍである。除電電極６２は、ＳＵＳによっ
て構成されている。
【００７８】
　図６に示すように、用紙Ｓの電気抵抗と除電電流の関係は、横軸を用紙の電気抵抗とし
、縦軸を除電電流とした場合に、用紙の電気抵抗の分布は、ピークを有する凸形状で表さ
れる。
【００７９】
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　用紙の電気抵抗が１Ｅ８Ω以下の領域では、用紙の電気抵抗の低下に伴って除電電流が
急激に減少して、ほぼゼロになる。用紙の電気抵抗が１Ｅ８Ω以下の領域では、二次転写
ニップ部で用紙Ｓに流れる電流が多くても、用紙Ｓの電気抵抗が低いことにより用紙の表
面および裏面で電荷が中和されてしまう。このため、除電電極６２に到達するまでに、電
荷を保持することが困難となり、除電電流が減少する。
【００８０】
　一方、用紙の電気抵抗が２Ｅ８～３Ｅ８Ωの領域で、除電電流はピークを持ち、それ以
上の領域では、用紙の電気抵抗の上昇に伴って除電電流が減少する。用紙の電気抵抗が高
い場合には、二次転写ニップ部で用紙Ｓに流れる電流が小さくなるため、除電電流が減少
する。
【００８１】
　全体的に、用紙の厚みが厚いほど、すなわち静電容量が小さいほど、除電電流は多く流
れる。これは、上述のように、用紙Ｓの表面と裏面との静電距離の違いによるものである
。
【００８２】
　図７は、二次転写電流と除電電流とから特定される用紙の厚さと用紙の電気抵抗との一
例を示す図である。
【００８３】
　図７に示すように、第１検知部７１によって検知された二次転写電流が略１４５μｍで
ある場合であっても、第２検知部７２によって検知される除電電流の値がそれぞれ異なる
場合には、用紙の厚さ、用紙の電気抵抗もそれぞれ異なる。
【００８４】
　このように、本実施の形態においては、二次転写電流と除電電流とを検知することによ
り、二次転写電流のみを検知するだけでは特定できなかった用紙の物性（静電容量および
電気的抵抗）を正確に推定することができる。
【００８５】
　厳密には、除電電流の値は用紙の電気抵抗に対してピークを持つため、ピークに対して
前後のどちら側にあるのかが特定できなければ、用紙の物性を一意に決定することが困難
となる場合もある。
【００８６】
　この場合には、再度、用紙Ｓを搬送し、二次転写ローラー３３と駆動ローラー３９との
間に異なる二次転写電圧を印加して、二次転写電流を第１検知部７１によって検知すると
ともに、異なる二次転写電圧を印加した後に用紙Ｓから除電電極６２に流れる除電電流を
第２検知部７２によって検知する。
【００８７】
　用紙の電気抵抗が低いことにより除電電流が減少する領域（ピークの左側（前側））で
は、二次転写電圧の影響を受けにくい。一方で、用紙の電気抵抗が高いことにより除電電
流が減少する領域（ピークの右側（後側））では、二次転写電圧を上げれば除電電流が上
昇する。
【００８８】
　このため、二次転写電圧を変化させて、除電電流がどのように変化するかを検知するこ
とにより、最初に測定された除電電流の値が、ピークに対してどちら側にあるかを切り分
けることができる。
【００８９】
　図８は、実施の形態に係る画像形成装置において用紙の物性を算出する際に用いるテー
ブルの一例を示す図である。図８を参照して、用紙の物性を算出する際に用いるテーブル
の一例について説明する。
【００９０】
　制御部１０１の記憶部（不図示）には、図８に示すように、用紙の物性を算出する際に
用いるテーブルが格納されている。
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【００９１】
　当該テーブルにおいては、検知時にて使用する二次転写電圧、用紙の厚み、用紙の静電
容量、用紙の電気抵抗、二次転写電流、および除電電流が対応付けられている。上記テー
ブルにおいては、検知時にて使用する二次転写電圧、用紙の厚み、用紙の静電容量、用紙
の電気抵抗、二次転写電流、および除電電流の組み合わせとして、（Ｖ１、Ｔ１、Ｑ１、
Ｒ１、ＴＩ１、ＲＩ１）～（Ｖｎ、Ｔｎ、Ｑｎ、Ｒｎ、ＴＩｎ、ＲＩｎ、）が記憶されて
いる。なお、ｎは自然数である。
【００９２】
　制御部１０１は、上記テーブルを用いて、検知時にて使用する二次転写電圧と、第１検
知部７１によって検知された二次転写電流、および第２検知部７２によって検知された除
電電流から、用紙Ｓの物性として用紙Ｓの静電容量および用紙Ｓの電気抵抗を推定する。
【００９３】
　制御部１０１は、推定された用紙Ｓの静電容量および用紙Ｓの電気抵抗に基づいて、ト
ナー像を用紙Ｓに転写させる転写条件を設定する。
【００９４】
　なお、上記テーブルは、各種の条件を変更して予め実験を行ない作成される。また、温
度、および湿度といった環境等で二次転写ローラー３３および中間転写ベルト３０の特性
が大きく変化する場合には、各環境に対応する複数のテーブルを作成することが好ましい
。用紙Ｓを通紙しない状態における二次転写装置における二次転写電圧と二次転写電流と
のＶ－Ｉ特性を用いて上記テーブルを補正してもよい。
【００９５】
　また、制御部１０１は、第１検知部７１によって検知された二次転写電流と、第２検知
部７２によって検知された除電電流とを用いて、冷却装置８０の冷却条件を設定する。
【００９６】
　図９は、実施の形態に係る冷却装置の第１状態を示す概略図である。図１０は、実施の
形態に係る冷却装置の第２状態を示す概略図である。図９および図１０を参照して、実施
の形態に係る冷却装置８０について説明する。
【００９７】
　図９および図１０に示すように、冷却装置８０は、用紙Ｓの搬送方向において定着装置
５０の下流側に配置されている。冷却装置８０は、用紙Ｓに転写されたトナー像が定着さ
れた後に用紙Ｓを冷却する。
【００９８】
　冷却装置８０は、冷却部８１および押圧機構８２を有する。冷却部８１は、筒状形状を
有し、冷却ファン（不図示）から送風される空気が冷却部８１の内部を通過する。押圧機
構８２は、搬送される用紙Ｓに向けて冷却部８１を押圧する。
【００９９】
　図９に示すように、第１状態においては、冷却装置８０の冷却部８１は、用紙Ｓの搬送
経路から離間して配置されている。図１０に示すように、第２状態においては、冷却装置
８０の冷却部８１は、搬送経路上に位置する用紙Ｓに向けて押圧される。
【０１００】
　冷却部８１が用紙Ｓに押圧された状態で、冷却ファンを用いて冷却部８１の内部に向け
て空気を送風することにより、用紙Ｓを冷却することができる。
【０１０１】
　制御部１０１は、冷却ファンの回転数、押圧具合等の冷却条件を調整することにより、
用紙Ｓからの吸熱量を調整する。
【０１０２】
　定着後に用紙Ｓを冷却することにより、用紙Ｓからの水分の蒸発を抑制することができ
る。これにより、特に電気抵抗の高い用紙を使用する場合において、２面目の転写性の低
下を抑制することができる。なお、電気抵抗の低い用紙を使用する場合においては、用紙
Ｓの冷却は不要となり、冷却装置８０を使用しなくてもよい。
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【０１０３】
　このため、制御部１０１は、第１検知部７１によって検知された二次転写電流および第
２検知部７２によって検知された除電電流に基づいて、上記冷却条件を決定することによ
り、冷却装置８０の駆動に使用される無駄なエネルギーを低減することができる。
【０１０４】
　より具体には、制御部１０１は、検知された二次転写電流および除電電流を用いて用紙
の電気抵抗を推定し、推定された記録媒体の電気抵抗が大きい場合に冷却装置８０による
用紙Ｓからの吸熱量を大きくする。
【０１０５】
　なお、冷却装置８０は、冷却ファンによって構成されていてもよい。この場合には、制
御部１０１は、冷却ファンの回転数等を調整することにより、用紙Ｓからの吸熱量を変更
する。また、冷却装置８０は、中実の金属ローラーによって構成されていてもよい。この
場合には、金属ローラーの押圧具合を調整することにより、用紙Ｓからの吸熱量を変更す
る。
【０１０６】
　図１１は、実施の形態に係る第１検知部および第２検知部によって測定された二次転写
電流および除電電流と、当該二次転写電流および除電電流から算出される用紙の物性と、
当該用紙の物性から決定される転写条件および冷却条件の一例を示す図である。
【０１０７】
　二次転写電流および除電電流と、当該二次転写電流および除電電流から算出される用紙
の物性と、当該用紙の物性から決定される転写条件および冷却条件の一例は、図１１に示
す通りである。
【０１０８】
　制御部１０１は、たとえば、二次転写電流および除電電流と、当該二次転写電流および
除電電流から算出される用紙の物性と、当該用紙の物性から決定される転写条件および冷
却条件が対応付けられたテーブルを用いて、検知された二次転写電流および除電電流に基
づいて、転写条件および冷却条件を決定する。
【０１０９】
　電気抵抗が高い用紙の場合には、用紙に対して電荷の付与による電界の形成が支配的と
なる。ここで、電荷の付与が不均一である場合、転写ニップ通過後に用紙面での沿面放電
が起こり、画像ノイズが発生することが知られている。この現象は、二次転写電圧を上げ
て用紙に付与する電荷を均一化することで抑制することができる。
【０１１０】
　このため、本実施の形態においては、６．００Ｅ＋０６のように用紙の電気抵抗が高い
場合には、制御部１０１は、二次転写電圧を３３００Ｖ～４０００Ｖ程度と大きくする。
電気抵抗の大きい用紙は、比較的高い電圧に対しての耐性が大きいため、二次転写電圧を
大きくしても支障がない。
【０１１１】
　一方で、１．５０Ｅ＋０６のように用紙の電気抵抗が低い用紙に、比較的高い電圧を設
定する場合には、用紙内での放電によるノイズが発生しやすくなるため、二次転写電圧は
、３０００Ｖ～３３００Ｖ程度と低くすることが好ましい。
【０１１２】
　電気抵抗が大きい用紙に対して転写を行なう場合には、ある程度用紙の静電容量の大き
さを考慮して電界を形成する。ここで、通常の用紙の場合、用紙の静電容量は、用紙が含
む水分に影響される。一般的に、熱を利用した定着プロセスにおいては、定着後に用紙の
温度が高いことで水分が失われ、静電容量が低下して２面目を印字する際には、転写電界
不足による転写不良になりやすい。
【０１１３】
　このため、本実施の形態においては、定着後に冷却装置８０を用いて用紙の冷却を行な
うことにより、水分の低下とこれに伴う静電容量の低下を抑制することができる。特に、
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６．００Ｅ＋０６のように、電気抵抗の高い用紙を使用する場合において、冷却装置８０
を用いることにより、２面目の転写性の低下を効果的に抑制することができる。
【０１１４】
　なお、電気抵抗の高い用紙を使用する場合であっても、１．２Ｅ‐０７のように静電容
量の小さい用紙に対しては用紙の冷却効果が期待できないため、冷却を行なわなくてもよ
い。この場合には、プロセススピードを下げて対応することが好ましい。一方で、１．５
０Ｅ＋０６のように用紙の電気抵抗が低い用紙においては、用紙Ｓの冷却は不要となり、
冷却装置８０を使用しなくてもよい。
【０１１５】
　このように、用紙の物性に応じて冷却装置８０の使用の有無、および吸熱量を調整する
ことにより、冷却装置８０の駆動に使用される無駄なエネルギーを低減することができる
。
【０１１６】
　用紙に対して電荷を付与することにより電界を形成する場合、高圧電源の出力上限の制
約等によって、通常の転写プロセスのみで付与できる電荷に制約がある場合がある。この
場合には、電気抵抗の高い用紙に対しては、通常の転写プロセスを行なう前に予め用紙を
帯電させてもよい。転写プロセスを行なう前に予め用紙を帯電させることにより、転写品
質を向上させることができる。
【０１１７】
　１．８０Ｅ＋０６のように用紙の電気抵抗が中程度の場合であって、かつ、静電容量が
小さい場合には、二次転写電圧を大きくすることにより、転写電界の大きさを確保するこ
とができる。この場合において、二次転写電圧の出力上限の制約がある場合には、プロセ
ススピードをたとえば半分程度に抑制することが有効である。プロセススピードを抑制す
ることにより、二次転写ニップ部を用紙が通過する時間が長くなるため、用紙内での電荷
の移動量が増加することで結果として転写電界を大きくすることができる。
【０１１８】
　なお、電気抵抗が高い用紙に対しては、プロセススピードを遅くすることはあまり効果
的でないため、上述のように転写プロセスを行なう前に予め用紙を帯電させることが好ま
しい。
【０１１９】
　図１２は、実施の形態に係る画像形成装置において転写条件を決定するフローの第１例
を示す図である。図１２を参照して、実施の形態に係る画像形成装置１００において転写
条件を決定するフローの第１例について説明する。
【０１２０】
　転写条件は、最初の一枚目の用紙または用紙の種類を変更後の最初の一枚目の用紙に画
像を印刷する際に決定される。なお、用紙の物性情報（用紙の厚さおよび用紙の静電容量
）は、カセット毎に記憶されるものである。
【０１２１】
　第１例は、たとえばカセットに収容された用紙のサイズがＡ４である場合において、最
初の一枚目の用紙を印刷する際、および用紙のサイズの変更が行われた後に変更された用
紙の最初の一枚目を印刷する際に、転写条件を決定するフローである。
【０１２２】
　図１２に示すように、転写条件を決定するに際して、制御部１０１は、ステップＳ１０
にて、用紙物性の検出を開始する。次に、制御部１０１は、ステップＳ２０にて、第１検
知部７１および第２検知部７２によって検知された検知情報があるか否かを判断する。具
体的には、制御部１０１は、二次転写電流および除電電流が検知されているか否かを判断
する。二次転写電流および除電電流が検知されていないと判断された場合（ステップＳ２
０：ＮＯ）には、制御部１０１は、ステップＳ３０を実施する。二次転写電流および除電
電流が検知されていると判断された場合（ステップＳ２０：ＹＥＳ）には、制御部１０１
は、ステップＳ１１０を実施する。
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【０１２３】
　ステップＳ３０においては、制御部１０１は、用紙情報（用紙の幅、厚み）および湿度
情報を取得する。制御部１０１は、使用されるカセットの情報、操作パネル等によって設
定された内容から用紙の情報を取得する。制御部１０１は、湿度計から湿度情報を取得す
る。
【０１２４】
　次に、ステップＳ４０において、制御部１０１は、ステップＳ３０にて取得した用紙情
報および湿度情報に基づいて、概ね適正と考えられる二次転写電圧を仮決定する。この際
、制御部１０１は、用紙情報および湿度情報と二次転写電圧との関係が予め設定されたテ
ーブルを使用する。
【０１２５】
　続いて、ステップＳ５０において、制御部１０１は、画像出力指示を行なう。これによ
り、画像形成部によって出力すべき画像に対応したトナー像が形成される。
【０１２６】
　次に、ステップＳ６０において、制御部１０１は、搬送経路に沿って用紙Ｓをカセット
からトレイ４８に向けて通紙する。
【０１２７】
　続いて、ステップＳ７０において、二次転写電流を検知する。具体的には、用紙Ｓが二
次転写ニップ部を通過する際に、二次転写装置を流れる二次転写電流を第１検知部７１に
よって検知する。検知された二次転写電流は、制御部１０１に入力される。
【０１２８】
　次に、ステップＳ８０において、除電電流を検知する。具体的には、二次転写ニップ部
を通過して帯電した用紙Ｓから除電電極６２に流れる除電電流を第２検知部７２によって
検知する。検知された除電電流は、制御部１０１に入力される。
【０１２９】
　続いて、ステップＳ９０において、制御部１０１は、用紙の物性（より特定的には、用
紙の静電容量、および用紙の電気抵抗）を推定する。この際、制御部１０１は、上述のよ
うに、検知時にて使用する二次転写電圧、用紙の厚み、用紙の静電容量、用紙の電気抵抗
、二次転写電流、および除電電流が対応付けられたテーブルを参照して、上記用紙の物性
を推定する。
【０１３０】
　なお、参照できるテーブルが内場合には、近傍のテーブルから内挿処理または外挿処理
を行なうことにより補完してもよい。
【０１３１】
　次に、ステップＳ１００において、制御部１０１は、転写条件として二次転写電圧を決
定する。制御部１０１は、推定された用紙の静電容量および用紙の電気抵抗に基づいて、
二次転写電圧を決定する。この際、制御部１０１は、上記テーブルを用いてもよいし、用
紙の静電容量および用紙の電気抵抗から二次転写電圧を決定可能に予め設定された演算式
を用いてもよい。
【０１３２】
　なお、ステップＳ１００は、ステップＳ９０の次に実施される場合を例示して説明した
が、これに限定されず、ステップＳ９０とステップＳ１００とが同時に行なわれていても
よい。
【０１３３】
　ステップＳ１００が終了すると、ステップＳ１０に戻る。２枚目以降を印刷する場合に
は、ステップＳ２０においては、検知情報がある（ステップＳ２０：ＹＥＳ）と判断され
る。この場合には、ステップＳ１１０が実施される。
【０１３４】
　ステップＳ１１０においては、制御部１０１は、カセットの開閉があるか否かを判断す
る。カセットの開閉がないと判断された場合（ステップＳ１１０：ＮＯ）には、用紙の種



(17) JP 6953826 B2 2021.10.27

10

20

30

40

50

類が変更されていないと判断される。この場合には、ステップＳ１７０が実施され、ステ
ップＳ１００にて決定された二次転写電圧が維持される。
【０１３５】
　カセットの開閉があると判断された場合（ステップＳ１１０：ＹＥＳ）には、用紙の種
類が変更されていると判断される。この場合には、ステップＳ１２０が実施される。
【０１３６】
　ステップＳ１２０においては、制御部１０１は、変更されていると判断された用紙の情
報を取得する。続いて、ステップＳ１３０において、制御部１０１は、取得された用紙の
情報に基づいて所定のサイズであるか否かを判断する。本フローにおいては、取得された
用紙のサイズがＡ４であるか否かを判断する。なお、用紙の情報については上記と同様に
、使用されるカセットの情報、操作パネル等によって設定された内容から用紙の情報を取
得する。
【０１３７】
　用紙のサイズが所定のサイズであると判断された場合（ステップＳ１３０：ＹＥＳ）に
は、カセットの開閉が行なわれたものの用紙の種類が変更されなかったと判断され、ステ
ップＳ１７０が実施される。ステップＳ１７０では、上述のように、ステップＳ１００に
て決定された二次転写電圧が維持される。
【０１３８】
　一方、用紙のサイズが所定のサイズでないと判断された場合（ステップＳ１３０：ＮＯ
）には、用紙の種類が変更されたと判断され、ステップＳ１３１が実施される。
【０１３９】
　ステップＳ１３１において、制御部１０１は、画像出力指示を行なう。これにより、画
像形成部によって出力すべき画像に対応したトナー像が形成される。
【０１４０】
　次にステップＳ１４０において、制御部１０１は、検知情報（二次転写電流および除電
電流）を取得する。具体的には、ステップＳ６０同様に異なるサイズの用紙をカセットか
らトレイ４８に向けて通紙して、用紙が二次転写ニップ部を通過する際に、二次転写装置
を流れる二次転写電流を第１検知部７１によって検知し、二次転写ニップ部を通過して帯
電した用紙Ｓから除電電極６２に流れる除電電流を第２検知部７２によって検知する。検
知された二次転写電流および除電電流は、制御部１０１に入力される。
【０１４１】
　続いて、ステップＳ１５０において、制御部１０１は、用紙の物性（より特定的には、
用紙の静電容量および用紙の電気抵抗）を推定する。用紙幅がＡ４でない場合には、二次
転写は、用紙紙幅ごとに電流の流れ込み分がことなる。このため、予め設定した用紙サイ
ズごとの換算テーブルを用いて、検知された二次転写電流を、Ａ４横方向の幅に対応する
値に変換する。除電電流は用紙幅に比例するため、検知された除電電流をＡ４横方向の幅
に対応する値に変換する。
【０１４２】
　制御部１０１は、変換された二次転写電流の値および除電電流の値に基づいて、上述の
ように、検知時にて使用する二次転写電圧、用紙の厚み、用紙の静電容量、用紙の電気抵
抗、二次転写電流、および除電電流が対応付けられたテーブルを参照して、上記用紙の物
性を推定する。
【０１４３】
　次に、ステップＳ１６０において、制御部１０１は、転写条件として二次転写電圧を決
定する。制御部１０１は、推定された用紙の静電容量および用紙の電気抵抗に基づいて、
二次転写電圧を決定する。この際、制御部１０１は、上記テーブルを用いてもよいし、用
紙の静電容量および用紙の電気抵抗から二次転写電圧を決定可能に予め設定された演算式
を用いてもよい。
【０１４４】
　なお、ステップＳ１６０は、ステップＳ１５０の次に実施される場合を例示して説明し
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たが、これに限定されず、ステップＳ１５０とステップＳ１６０とが同時に行なわれてい
てもよい。また、ステップＳ１６０またはステップ１７０が行なわれた後は、ステップＳ
１０に戻る。
【０１４５】
　図１３は、実施の形態に係る画像形成装置において転写条件を決定するフローの第２例
を示す図である。図１３を参照して、実施の形態に係る画像形成装置１００において転写
条件を決定するフローの第２例について説明する。
【０１４６】
　上述の第１例においては、画像印刷時に用紙物性の推定を行なったが、転写条件を決定
するフローの第２例においては、転写条件は、最初の一枚目の用紙または用紙の種類を変
更後の最初の一枚目の用紙に画像を形成することなく搬送する際に決定される。
【０１４７】
　用紙のカバレッジが多い場合には、二次転写電流と除電電流はトナーの帯電の影響を受
けるため、カバレッジや湿度の如何によっては正確に用紙の物性を推定することができな
くなる場合がある。
【０１４８】
　第２例のように、画像を形成しない状態で、二次転写電流と除電電流とを検知すること
により、用紙の物性を正確に推定することができる。
【０１４９】
　また、上記第２例においては、検知された除電電流が、横軸を用紙の電気抵抗とし縦軸
を除電電流とした場合における用紙の電気抵抗の分布のピークに対して前後のどちら側に
あるか特定するフローが含まれている。
【０１５０】
　図１３に示すように、転写条件を決定するフローの第２例は、第１例と比較した場合に
、画像出力を指示するステップＳ５０に代えて、二次転写電圧を仮決定するステップＳ４
０と用紙を通紙するステップＳ６０との間にステップＳ４１からステップＳ４３が実施さ
れる点、用紙の物性が推定されるステップＳ９０と二次転写電圧が決定されるステップＳ
１００との間に、ステップＳ９１からステップＳ９６が実施される点において相違する。
【０１５１】
　転写条件を決定するに際して、上記第１例と同様に、ステップＳ１０からステップＳ４
０が実施される。
【０１５２】
　次に、ステップＳ４１においては、制御部１０１は、印字情報（画像情報）を入手する
。制御部１０１は、印字情報（画像情報）を入手することにより、両面印刷を行なうか、
片面印刷を行なうかを判断する。両面印刷または片面印刷の印字情報に基づいて、後述す
るステップ６０において、通紙の方法が決定される。
【０１５３】
　続いて、ステップＳ４２において、制御部１０１は、非画像形成モードであるか否かを
判断する。非画像形成モードであると判断された場合（ステップＳ４２：ＹＥＳ）には、
ステップＳ６０が実施される。一方、非画像形成モードでないと判断された場合（ステッ
プＳ４２：ＮＯ）には、ステップＳ４３が実施される。
【０１５４】
　ステップＳ４３においては、非画像形成モードに設定される。たとえば、ユーザーが操
作パネル等を用いて非画像形成モードを選択する。
【０１５５】
　次に、ステップＳ６０において、制御部１０１は、搬送経路に沿って用紙Ｓをカセット
からトレイ４８に向けて通紙する。この際、上述のようにステップＳ４１にて、両面印刷
を行なうと判断された場合には、下記ステップＳ７０からステップＳ９０が行なわれた後
、画像形成可能となるように両面経路を通紙される。すなわち、転写条件を決定するため
に通紙された用紙を、画像形成時に再度利用できるように通紙される。
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【０１５６】
　一方、ステップＳ４１にて、片面印刷を行なうと判断された場合には、トレイ４８に排
出するように通紙される。すなわち、転写条件を決定するために通紙された用紙は、トレ
イ４８に排出されることとなる。この際、トレイ４８に排出された用紙をカセットに戻す
ためのアラームを操作パネル等の表示部に表示することが好ましい。
【０１５７】
　続いて、第１例と同様に、ステップＳ７０からステップＳ９０が実施される。ステップ
Ｓ９０によって用紙の物性が推定される際または、推定された後にステップＳ９１が実施
される。
【０１５８】
　ステップＳ９１においては、制御部１０１は、検知情報が不足しているか否かを判断す
る。
【０１５９】
　第２検知部７２によって検知された除電電流が、用紙の電気抵抗の分布に対してピーク
の近傍の値である場合には、ピークに対して低抵抗側と高抵抗側とでほぼ同程度の値とな
るため、低抵抗側に位置するか高抵抗側に位置するか否かを判断する必要が生じる。
【０１６０】
　この場合には、第１検知部７１によって検知された二次転写電流のみでは用紙の物性を
正確に推定することが困難となり、制御部１０１は、検知情報が不足すると判断する。具
体的には、たとえば、制御部１０１は、検知された除電電流がピークの値の８０％以上の
範囲にある場合には、検知情報が不足であると判断する。一方、検知された除電電流が上
記ピークの値から離れた値である場合、たとえば、検知された除電電流が上記ピーク値の
８０％よりも小さい場合には、検知情報が不足していないと判断される。
【０１６１】
　検知情報が不足していないと判断された場合（ステップＳ９１：ＮＯ）には、ステップ
Ｓ１００が実施される。
【０１６２】
　検知情報が不足していると判断された場合（ステップＳ９２：ＹＥＳ）には、ステップ
Ｓ９２が実施される。ステップＳ９２においては、制御部１０１は、二次転写電圧を変更
する。たとえば、制御部１０１は、二次転写電圧を数百Ｖ高くする。
【０１６３】
　次に、ステップＳ９３において、制御部１０１は、搬送経路に沿って用紙Ｓをカセット
からトレイ４８に向けて通紙する。上記のように、両面印刷と判断された場合には、ステ
ップＳ６０にて通紙された用紙を再度通紙する。一方、上記のように、片面印刷と判断さ
れた場合には、トレイ４８に排出されてカセットに戻された用紙を通紙する。なお、トレ
イ４８に排出された用紙がカセットに戻されていない場合には、次の用紙を通紙してもよ
い。
【０１６４】
　続いて、ステップＳ９４において、二次転写電流を検知する。具体的には、用紙Ｓが二
次転写ニップ部を通過する際に、二次転写装置を流れる二次転写電流を第１検知部７１に
よって検知する。検知された二次転写電流は、制御部１０１に入力される。
【０１６５】
　次に、ステップＳ９５において、除電電流を検知する。具体的には、二次転写ニップ部
を通過して帯電した用紙Ｓから除電電極６２に流れる除電電流を第２検知部７２によって
検知する。検知された除電電流は、制御部１０１に入力される。
【０１６６】
　続いて、ステップＳ９６において、制御部１０１は、用紙の物性（より特定的には、用
紙の静電容量、および用紙の電気抵抗）を推定する。
【０１６７】
　二次転写電圧を変更した場合には、用紙の電気抵抗が低いことにより除電電流が減少す
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る領域（ピークの左側（前側））では、二次転写電圧の影響を受けにくく、一方で、用紙
の電気抵抗が高いことにより除電電流が減少する領域（ピークの右側（後側））では、二
次転写電圧を上げれば除電電流が上昇する。
【０１６８】
　このため、二次転写電圧を変化させて、除電電流がどのように変化するかを検知するこ
とにより、最初に測定された除電電流の値が、ピークに対してどちら側にあるかを切り分
けることができる。
【０１６９】
　制御部１０１は、上記の切り分けを行ない、検知時にて使用する二次転写電圧、用紙の
厚み、用紙の静電容量、用紙の電気抵抗、二次転写電流、および除電電流が対応付けられ
たテーブルを参照して、用紙の物性を推定する。
【０１７０】
　次に、ステップＳ１００において、制御部１０１は、転写条件として二次転写電圧を決
定する。制御部１０１は、推定された用紙の静電容量および用紙の電気抵抗に基づいて、
二次転写電圧を決定する。この際、制御部１０１は、上記テーブルを用いてもよいし、用
紙の静電容量および用紙の電気抵抗から二次転写電圧を決定可能に予め設定された演算式
を用いてもよい。
【０１７１】
　なお、第２例において、ステップＳ９１において、検知情報が不足していないと判断さ
れた場合には、初回の検知情報（初回に検知された二次転写電流および除電電流）のみを
用いて二次転写電圧を決定する場合を例示して説明したが、これに限定されない。二次転
写電圧を決定後に用紙を通紙して画像を形成する際に、二次転写電流および除電電流を測
定し、除電電流がどのように変化するかを検知することにより、最初に測定された除電電
流の値が、ピークに対してどちら側にあるかを切り分けてもよい。当該切り分けを実施し
た後に、用紙の物性を推定し、次以降に印刷する際の転写条件として二次転写電圧を決定
してもよい。
【０１７２】
　図１４は、実施の形態に係る画像形成装置において転写条件および冷却条件を決定する
フローの第３例を示す図である。図１４を参照して、実施の形態に係る画像形成装置１０
０におい転写条件および冷却条件を決定するフローの第３例について説明する。
【０１７３】
　上述の第２例においては、非画像形成モードにおいて、転写条件を決定するための二次
転写電流および除電電流を検知して転写条件を決定したが、転写条件および冷却条件を決
定するフローの第３例においては、画像形成モードにおいて、転写条件を決定するための
二次転写電流および除電電流を検知して転写条件を決定するとともに、冷却条件を決定す
る。
【０１７４】
　図１４に示すように、第３例は、第２例と比較した場合に、ステップＳ４２およびステ
ップＳ４３に代えてステップＳ４２ＡおよびステップＳ５０が実施され、さらにステップ
Ｓ１００の後にステップＳ１８０が実施される点において相違する。
【０１７５】
　第３例においては、転写条件および冷却条件を決定するに際して、上記第２例と同様に
、ステップＳ１０からステップＳ４１が実施される。
【０１７６】
　次に、ステップＳ４２Ａにおいて、制御部１０１は、１枚目から実施するか否かを判断
する。すなわち、制御部１０１は、用紙Ｓに画像形成を実施する画像形成モードであるか
否かを判断する。
【０１７７】
　１枚目から実施すると判断された場合（ステップＳ４２Ａ：ＹＥＳ）には、ステップＳ
５０が実施される。ステップＳ５０においては、制御部１０１は、画像出力指示を行なう
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。これにより、画像形成部によって出力すべき画像に対応したトナー像が形成される。続
いて、第２例同様に、ステップＳ６０以降が実施される。
【０１７８】
　一方、１枚目から実施しないと判断された場合（ステップＳ４２Ａ：ＮＯ）には、非画
像形成モードによって転写条件および冷却条件を決定すると判断される。この場合には、
第２例同様に、ステップＳ６０以降が実施される。
【０１７９】
　二次転写電圧が決定されるステップＳ１００が実施された後には、ステップＳ１８０が
実施される。なお、ステップＳ１８０は、ステップＳ１００と同時に行なわれてもよい。
【０１８０】
　ステップＳ１８０においては、制御部１０１は、冷却条件として冷却ファンの回転数を
決定する。具体的には、制御部１０１は、検知された二次転写電流および除電電流を用い
て用紙の電気抵抗を推定し、推定された用紙の電気抵抗が大きい場合に冷却装置８０によ
る用紙Ｓからの吸熱量を大きくする。
【０１８１】
　定着後に用紙Ｓを冷却することにより、用紙Ｓからの水分の蒸発を抑制することができ
る。これにより、特に電気抵抗の高い用紙を使用する場合において、２面目の転写性の低
下を抑制することができる。
【０１８２】
　一方で、制御部１０１は、用紙の電気抵抗が低い場合には、たとえば用紙Ｓの冷却は不
要であると判断し、冷却ファンの回転数を低減させたり、冷却ファンを停止させたりする
。これにより、消費電力を削減することができる。
【０１８３】
　図１５は、実施の形態に係る第１検知部および第２検知部によって検知された二次転写
電流および除電電流と、検知された二次転写電流および除電電流から、用紙の物性、転写
条件、および冷却条件を決定する際に用いられるテーブルの一例を示す図である。
【０１８４】
　上述のように、ステップＳ１８０にて、冷却条件として冷却ファンの回転数を決定する
場合には、たとえば図１５に示すような、検知された二次転写電流、除電電流、用紙の静
電容量、用紙の電気抵抗、転写条件としての二次転写電圧、および、冷却条件としての冷
却ファン回転数が対応付けられたテーブルを用いる。
【０１８５】
　制御部１０１は、検知された二次転写電流が所定の値（同じ値）であっても、検知され
た除電電流に応じて冷却ファン回転数を適宜設定する。また、制御部１０１は、検知され
た除電電流が所定の値（同じ値）であっても、検知された二次転写電流に応じて冷却回転
数を適宜設定する。これにより、冷却条件を適切に設定することができる。
【０１８６】
　図１６は、実施の形態に係る画像形成装置において転写条件および冷却条件を決定する
フローの第４例を示す図である。図１６を参照して、実施の形態に係る画像形成装置１０
０において転写条件および冷却条件を決定するフローの第４例について説明する。
【０１８７】
　転写条件および冷却条件を決定するフローの第４例においては、上記第３例と比較して
、ステップＳ９２にて二次転写電圧を変更後にステップＳ９５で検知した除電電流と、二
次転写電圧変更前にステップＳ８０にて検知した除電電流とを比較して、異常が検知され
た場合に、当該異常を報知する点において主として相違する。
【０１８８】
　二次転写電流は、無通紙時にバイアスを印加することにより、環境やローラー抵抗に応
じた自動補正を行なうことができる。このため、二次転写電流として異常がある場合には
、この補正の際に検知することができる。
【０１８９】
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　一方で、除電電流に関しては、無通紙状態においては異常を検知することができない。
また、用紙の物性が分かっていなければ、通紙時であっても測定された除電電流だけでは
異常を検知することが困難である。用紙の電気抵抗が低い場合には除電電流は流れにくい
ため、異常があって流れていないのか、用紙の抵抗が低くて流れていないのか切り分けが
できない場合がある。除電電流に関する異常としては、たとえば、用紙の紙粉および異物
による導通不良が挙げられる。
【０１９０】
　本実施の形態においては、検知された二次転写電流と除電電流との双方の値を用いて、
用紙の物性を推定しているため、除電電流に関する異常が発生した場合には、誤って用紙
の物性を推定してしまう可能性がある。そこで、第４例においては、上述のように除電電
流に関する異常を検知できるフローとなっている。
【０１９１】
　具体的には、第４例においては、変更前後で印加した互いに異なる二次転写電圧のうち
高い方の電圧を印加した際に第２検知部７２によって検知された除電電流が、互いに異な
る二次転写電圧のうち低い方の電圧を印加した際に第２検知部７２によって検知される除
電電流よりも大きく無い場合に、画像形成装置に備えられた報知部が異常を報知する。
【０１９２】
　また、第４例においては、報知部によって異常が報知された場合に、画像形成処理を停
止するか、第１検知部７１によって検知された二次転写電流のみを用いて二次転写電圧を
設定する。
【０１９３】
　図１６に示すように、上記第４例は、上記第３例と比較した場合に、ステップＳ１９１
からステップＳ１９３が実施される点において相違する。
【０１９４】
　第４例においては、転写条件および冷却条件を決定するに際して、上記第３例と同様に
、ステップＳ１０からステップＳ９６が実施される。
【０１９５】
　ステップＳ９６が実施されると、ステップＳ１９０が実施される。ステップＳ１９０に
おいては、制御部１０１は、除電電流に関する異常が発生しているか否かを判断する。具
体的には、制御部１０１は、二次転写ローラー３３と駆動ローラー３９との間に印加した
互いに異なる二次転写電圧のうち高い方の電圧を印加した際に第２検知部７２によって検
知された除電電流が、互いに異なる二次転写電圧のうち低い方の電圧を印加した際に第２
検知部７２によって検知される除電電流よりも大きくなっているかを判断する。
【０１９６】
　互いに異なる二次転写電圧のうち高い方の電圧を印加した際に検知された除電電流が、
互いに異なる二次転写電圧のうち低い方の電圧を印加した際に検知された除電電流よりも
大きい場合には、異常が発生していないと判断される。
【０１９７】
　一方、互いに異なる二次転写電圧のうち高い方の電圧を印加した際に検知された除電電
流が、互いに異なる二次転写電圧のうち低い方の電圧を印加した際に検知された除電電流
よりも大きくない場合には、異常が発生していると判断される。
【０１９８】
　除電電流に関する異常が発生していないと判断された場合（ステップＳ１９０：ＮＯ）
には、ステップＳ１００が実施される。
【０１９９】
　一方、除電電流に関する異常が発生していると判断された場合（ステップＳ１９０：Ｙ
ＥＳ）には、ステップＳ１９１が実施される。
【０２００】
　ステップＳ１９１においては、報知部が除電電流に関する異常を報知する。具体的には
、表示パネル等に異常が表示されるか、有線または無線通信を用いて保守サービス会社等
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に異常が報知される。
【０２０１】
　次に、ステップＳ１９２において、検知された除電電流の値を使用せずに、第１検知部
７１によって検知された二次転写電流の値のみを用いて、二次転写電圧を暫定的に決定す
る。続いて、ステップＳ１９３において、冷却ファンの回転数を暫定的に決定する。
【０２０２】
　なお、ステップＳ１９２およびステップＳ１９３は、同時に実施されてもよく、ステッ
プＳ１９１、ステップＳ１９２、およびステップＳ１９３も同時に実施されてもよい。
【０２０３】
　以上のように、本実施の形態に係る画像形成装置にあっては、第１検知部７１によって
検知された二次転写電流と第２検知部７２によって検知された除電電流とを用いて、トナ
ー像を記録媒体に転写させる転写条件を設定することにより、二次転写電流および除電電
流のいずれか一方を検知して転写条件を設定する場合と比較して、精度よく転写条件を設
定することができる。
【０２０４】
　また、転写条件を設定する際に、検知された二次転写電流と除電電流とを用いて、用紙
の電気抵抗および静電容量を推定し、推定された用紙の電気抵抗および静電容量に基づい
て転写条件を設定することにより、用紙の電気抵抗および静電容量のいずれか一方では一
意に決定することが困難な転写条件を精度よく転写条件を設定することができる。
【０２０５】
　なお、本実施の形態においては、搬送される用紙に接触する接触電極および搬送される
用紙を挟み込むように接触電極に対向して配置される対向電極を含む第１電極部が二次転
写装置によって構成されている場合を例示して説明したが、これに限定されない。
【０２０６】
　接触電極および対向電極によって用紙が挟み込まれた状態において接触電極および対向
電極に電圧を印加できるように構成される限り、接触電極および対向電極が板状に形成さ
れていてもよいし、ローラー状に形成されていてもよい。この場合には、接触電極および
対向電極は、用紙の搬送方向において二次転写装置の上流側に配置されていてもよいし、
二次転写装置の下流側に配置されていてもよい。
【０２０７】
　なお、上述のように第１電極部を二次転写装置によって構成する場合には、部品点数を
削減できる。
【０２０８】
　用紙に帯電された電荷が移動可能となるように用紙に非接触で配置される第２電極部が
除電電極によって構成される場合を例示して説明したが、これに限定されず、本発明の趣
旨を逸脱しない範囲において適宜変更することができる。
【０２０９】
　以上、今回発明された実施の形態はすべての点で例示であって制限的なものではない。
本発明の範囲は特許請求の範囲によって示され、特許請求の範囲と均等の意味および範囲
内でのすべての変更が含まれる。
【符号の説明】
【０２１０】
　１Ｃ，１Ｋ，１Ｍ，１Ｙ　画像形成ユニット、１０　感光体、１１　帯電装置、１２　
露光装置、１３　現像装置、１４　現像ローラー、１５Ｃ，１５Ｋ，１５Ｍ，１５Ｙ　ト
ナーボトル、１７　クリーニング装置、３０　中間転写ベルト、３１　一次転写ローラー
、３３　二次転写ローラー、３７　カセット、３８　従動ローラー、３９　駆動ローラー
、４０　タイミングローラー、４１　搬送経路、４８　トレイ、５０　定着装置、６１　
二次転写装置、６２　除電電極、７１　第１検知部、７２　第２検知部、８０　冷却装置
、８１　冷却部、８２　押圧機構、９０　筐体、１００　画像形成装置、１０１　制御部
。
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